
 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和57年１月１日以前からある家屋を取り壊し、当該家屋

に代えて、令和４年 3 月 31 日までに、耐震化のために新

築された住宅のうち、一定の要件を満たすもの 

新築後新たに課税される年度から 3 年度分について居住

部分の固定資産税・都市計画税を全額減免(減免の対象と

なる戸数は、建替え前の家屋により異なります。) 

減免の期間と額 

昭和 57 年１月１日以前からある家屋で、令和４年 3 月 31

日までに、現行の耐震基準に適合させるよう一定の改修工

事を施したもの 

 

 改修工事完了日の翌年度分から一定期間、居住部分で１戸

あたり 120㎡の床面積相当分まで固定資産税・都市計画税

を耐震減額適用後全額減免 

 

減免の期間と額 

減免対象 減免対象 

申請期限 

新築した年の翌々年の 2月末 

（１月１日新築の場合は翌年の２月末） 

 

申請期限 
改修工事が完了した日から３ヶ月以内 

 

＜耐震化のための建替え＞ ＜耐震化のための改修＞ 

減免を受けるには申請が必要です。建替えと耐震改修とでは減免申請期限が異なりますのでご注意ください。 

詳しくは、当該住宅が所在する区にある都税事務所（練馬都税事務所 03－3993－2261(代表)）へお問い 

合わせください。 

 

―都税についてのお知らせ― 


